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○墨田区介護福祉士資格取得支援助成金交付要綱 

平成３１年２月１２日 

３０墨福介第２６５４号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、介護人材の確保及び質の向上を図ることを目的として、介護人

材の資格取得を支援するため、介護福祉士の資格取得後、墨田区内の介護保険サー

ビス事業所に就労している者に対し、墨田区介護福祉士資格取得支援助成金（以下

「助成金」という。）を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において「介護福祉士」とは、社会福祉士及び介護福祉士法（昭和

６２年法律第３０号）第４０条第２項に規定する介護福祉士試験に合格し、同法第

４２条第１項に規定する登録を受け、同条第２項において読み替えて準用する同法

第３０条の規定による介護福祉士登録証の交付を受けた者をいう。 

２ この要綱において介護保険サービス事業所とは、墨田区内の次に掲げる事業又は

施設を運営する事業所をいう。 

（１） 介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第８条第２

項に規定する訪問介護を行う事業 

（２） 法第８条第３項に規定する訪問入浴介護を行う事業 

（３） 法第８条第７項に規定する通所介護を行う事業 

（４） 法第８条第８項に規定する通所リハビリテーションを行う事業 

（５） 法第８条第９項に規定する短期入所生活介護を行う事業 

（６） 法第８条第１１項に規定する特定施設入居者生活（老人福祉法（昭和３８

年法律第１３３号）第２０条の６に規定する軽費老人ホーム（軽費老人ホームの

設備及び運営に関する基準（平成２０年厚生労働省令第１０７号）附則第２条に

規定する経過的軽費老人ホームを除く。）において行われるものに限る。）を行

う事業 

（７） 法第８条第１４項に規定する地域密着型サービスを行う事業 
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（８） 法第８条第２７項に規定する介護老人福祉施設 

（９） 法第８条第２８項に規定する介護老人保健施設 

（１０） 法第８条第２９項に規定する介護医療院 

（助成金交付の要件） 

第３条 助成金は、次の要件を全て満たす者に対し、予算の範囲内で交付する。 

（１） 介護福祉士であること。 

（２） 区内の一つの介護保険サービス事業所において、次に掲げる要件を満たす

こと。 

 ア 当該事業所で６か月以上の勤務実績があること。 

 イ 申請時点で当該事業所に引き続き勤務していること。 

 ウ 当該事業所に助成決定後も継続して勤務する意思があること。 

 エ 当該事業所に資格登録前から就労し、又は登録後３か月以内に就労している

こと。 

 オ 当該事業所の運営法人に直接雇用されていること。ただし、労働者派遣事業

の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和６０年法律第８

８号）により就労している者は対象としない。 

（３） 他の公的機関から同種の助成金を直接受けていないこと。 

（助成金交付対象費用） 

第４条 助成金の交付の対象となる費用（以下「交付対象費用」という。）は、介護

福祉士試験受験手数料及び介護福祉士登録手数料の合計額（以下「介護福祉士資格

取得に要する費用」という。）であって、助成金の交付を受けようとする者が支払

った額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、就業先から介護福祉士試験受験手数料及び介護福祉士

登録手数料の一部が助成されている場合は、その額を控除した額を交付対象費用と

する。 

（助成金の額） 

第５条 助成金の額は、交付対象費用とし、介護福祉士国家試験受験手数料１８，３



3/4 

８０円及び介護福祉士登録手数料３，３２０円を上限とする。 

（助成金の申請） 

第６条 助成金の交付を受けようとする者は、墨田区介護福祉士資格取得支援助成金

交付申請書（第１号様式）に次の書類を添え、区長に申請しなければならない。た

だし、第５号に掲げる書類にあっては、就業先から介護福祉士試験受験手数料及び

介護福祉士登録手数料の一部が助成されている場合に限る。 

（１） 介護福祉士資格登録証の写し 

（２） 就労証明書（第２号様式） 

（３） 介護福祉士国家試験受験手数料の領収書の写し 

（４） 介護福祉士資格登録手数料の領収書の写し 

（５） 資格取得費用の助成証明書（第３号様式） 

２ 前項に規定する申請書の提出期限は、資格登録した日から１年以内とする。 

（助成金の交付決定） 

第７条 区長は、前条第１項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、

助成金の交付又は不交付を決定するものとする。 

２ 区長は、前条の規定により助成金の交付を決定したときは墨田区介護福祉士資格

取得支援助成金交付決定通知書（第４号様式）により、不交付を決定したときは墨

田区介護福祉士資格取得支援助成金不交付決定通知書（第５号様式）により前条第

１項の規定による申請をした者に通知するものとする。 

（助成金の請求） 

第８条 前条第２項の規定により、助成金の交付決定通知を受けた者は、墨田区介護

福祉士資格取得支援助成金交付請求書兼口座振替依頼書（第６号様式）を定められ

た期日までに区長に提出するものとする。 

（助成金の交付） 

第９条 区長は、前条の規定により墨田区介護福祉士資格取得支援助成金交付請求書

兼口座振替依頼書の提出があったときは、速やかに助成金を交付するものとする。 

２ 区長は、前項の規定により助成金を交付するときは、口座振替の方法により行う
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ものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１０条 区長は、前条第１項の規定により助成金の交付を受けた者が、偽りその他

不正の手段により助成金の交付を受け、又は受けようとしたときは、助成金の交付

の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（助成金の返還） 

第１１条 区長は、前条の規定により助成金の交付の決定の全部又は一部を取り消し

た場合において、既に助成金が交付されているときは、期限を定めてその全部又は

一部の返還を命じることができる。 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、福祉部長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和６年４月１日から適用する。 

付 則（令和７年３月１７日６墨福介第３０４８号） 

１ この要綱は、令和７年４月１日から適用する。 

２ この要綱の適用の日前に介護福祉士の資格登録をした者に係る改正後の第３条第

１項第２号エの適用については、同号エ中「３か月以内」とあるのは「６か月以

内」とする。 

 


